
１　予算規模(一般会計)

　１２３億３千万円　　　対前年度 ▲ ４億３千万円( ▲ ３．４％)

　○主な減要因

・中小企業金融対策 ▲ ２億２，８６２万円

・人件費(一般職） ▲ 　　９，７７９万円

・人件費(議員） ▲ 　　２，１６８万円

・会計間移動（ 一般会計 → 汚水特会 ）▲ 　　３，９６０万円

・会計間移動（ 一般会計 → 介護特会 ）▲ 　　３，１８４万円

２　歳入の状況(一般会計)

　○市　　　税　　３６億６，２５６万円　　対前年度 ＋ １，７８９万円( ＋ ０．５％)

　・市民税は、税制改正等の影響により ＋ 1億1,184万円（個人 ＋ 9,577万円、法人 ＋ 1,606万円）

　・固定資産税は、地価下落、評価替えの影響により ▲ 1億20万円

　○譲与税・交付金　　１１億１，９１０万円　　対前年度 ＋ ９，２５０万円( ＋ ９．０％)

　・所得譲与税は、三位一体改革税源移譲により ＋ 1億4,700万円

　・地方特例交付金は、税制改正等の影響により ▲ 5,100万円　　　　　　など

　○地方交付税　　２９億６，０００万円　　対前年度 ± ０万円( ± ０．０％)

　○市　　　債　　　５億３，５８０万円　　対前年度 ▲ １億１，０００万円( ▲ １７．０％)

　・通常債１億４，９８０万円、臨時財政対策債３億６，６００万円、減税補てん債２，０００万円

　中期的展望に立ち、市債借入を抑制した。

　・市債借入額　５億３，５８０万円　＜　市債元金償還金　１２億４，３１０万円

　(参　　考)

年度末市債残高

１６年度 １３９億１，３９７万円

１７年度見込み １３４億１，７５０万円

１８年度見込み １２７億１，０２１万円

　平成１８年度予算編成作業をめぐる環境は、いまだ低迷する市税収入、実態の見えない地方
交付税改革、多額に膨れ上がった公債費や増大する一方の社会保障関係経費など、依然厳しい
状況が続いています。
  本市の平成１８年度当初予算案は、「自立可能な財政基盤の確立」と「市民サービスの維持
向上」の両立を図るべく、引き続き、行政経費全般、特に総人件費や投資的経費の抑制を中心
とした歳出規模の適正化と共に、真に必要な施策の選択と重点化や新たなサービスの創出に全
力で取り組んだところであります。
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